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第１部



近時の最⾼裁判決と法改正

弁護⼠ 松原健⼀



割増賃⾦の⽀給として認められなかった事例
国際⾃動⾞事件 令和2年3⽉30⽇判決

歩合給の計算に当たり売上⾼等の⼀定割合に相当す
る⾦額から残業⼿当等に相当する⾦額を控除する旨の
定めがある賃⾦規則に基づいてされた残業⼿当等の⽀
払につき、時間外労働等に伴い発⽣する残業⼿当等の
額がそのまま歩合給の減額につながり、歩合給が０円
となることもあるなど判⽰の事情の下では、これによ
り労働基準法３７条の定める割増賃⾦が⽀払われたと
はいえない。



賃⾦や退職⾦に関する労働条件の変更に対する労働
者の同意があると認められるための要件を判⽰

本件では、就業規則に定められた退職⾦の⽀給基準
を変更することに同意する旨の記載のある書⾯に署名
押印がなされていたが、同意があるとは⾔えないとし
た

⼭梨県⺠信⽤組合事件 平成28年2⽉19⽇判決



就業規則に定められた賃⾦や退職⾦に関する労働条
件の変更に対する労働者の同意の有無については、当
該変更を受け⼊れる旨の労働者の⾏為の有無だけでな
く、当該変更により労働者にもたらされる不利益の内
容及び程度、労働者により当該⾏為がされるに⾄った
経緯及びその態様、当該⾏為に先⽴つ労働者への情報
提供⼜は説明の内容等に照らして、当該⾏為が労働者
の⾃由な意思に基づいてされたものと認めるに⾜りる
合理的な理由が客観的に存在するか否かという観点か
らも、判断されるべきである。



グループ会社にかかる法令等の遵守に関する相談窓⼝を設け
ていた場合、親会社が対応について法律上の義務を負う可能
性を⽰唆したとされる裁判例

イビデン事件 平成30年2⽉15⽇判決

Ｙ社（親会社）が、法令等の遵守に関する社員⾏動
基準を定め、⾃社及び⼦会社である甲社、⼄社等のグ
ループ会社から成る企業集団の業務の適正等を確保す
るための体制を整備し、その⼀環として、上記グルー
プ会社の事業場内で就労する者から法令等の遵守に関
する相談を受ける相談窓⼝を設け、上記の者に対し、
上記相談窓⼝に係る制度を周知してその利⽤を促し、
現に上記相談窓⼝における相談への対応を⾏っていた
場合において、



甲社の従業員が、上記相談窓⼝に対し、甲社の元契
約社員であって退職後は派遣会社を介してＹ社（親会
社）の別の事業場内で勤務していたＸのために、Ｘの
元交際相⼿である⼄社の従業員ＡがＸの⾃宅の近くに
来ているようなので事実確認等の対応をしてほしいと
の相談の申出をしたときであっても、

次の(1)〜(3)など判⽰の事情の下においては、Ｙ社
（親会社）において上記申出の際に求められたＸに対
する事実確認等の対応をしなかったことをもって、Ｙ
社（親会社）のＸに対する損害賠償責任を⽣じさせる
こととなる信義則上の義務違反があったとはいえない。



(1) 上記体制の仕組みの具体的内容は、Ｙ社（親会
社）において上記相談窓⼝に対する相談の申出をした
者の求める対応をすべきとするものであったとはうか
がわれない。

(2) 上記申出に係る相談の内容は、Ｘが退職した後
に上記グループ会社の事業場外で⾏われた⾏為に関す
るものであり、Ａの職務執⾏に直接関係するものとは
うかがわれない。

(3) 上記申出の当時、Ｘは、既にＡと同じ職場では
就労しておらず、上記申出に係るＡの⾏為が⾏われて
から８箇⽉以上経過していた。



被⽤者が使⽤者の事業の執⾏について第三者に加えた
損害を賠償した場合における被⽤者の使⽤者に対する
求償の可否 福⼭通運事件 令和2年2⽉28⽇判決

被⽤者が使⽤者の事業の執⾏について第三者に損害
を加え、その損害を賠償した場合には、被⽤者は、使
⽤者の事業の性格、規模、施設の状況、被⽤者の業務
の内容、労働条件、勤務態度、加害⾏為の態様、加害
⾏為の予防⼜は損失の分散についての使⽤者の配慮の
程度その他諸般の事情に照らし、損害の公平な分担と
いう⾒地から相当と認められる額について、使⽤者に
対して求償することができる。



同⼀労働同⼀賃⾦（均等均衡待遇）について
令和２年１０⽉に５件の最⾼裁判決

①⼤阪医科薬科⼤学事件
②メトロコマース事件（以上、１３⽇）

③⽇本郵便（佐賀）事件
④⽇本郵便（東京）事件
⑤⽇本郵便（⼤阪）事件（以上、１５⽇）



同⼀労働同⼀賃⾦（均等均衡待遇）について
令和２年１０⽉に５件の最⾼裁判決

その前に
平成３０年６⽉１⽇の２つの最⾼裁判決
⻑澤運輸事件、ハマキョウレックス事件

個々の賃⾦項⽬に係る労働条件の相違が不合理と認
められるものに当たるか否かを判断するに当たっては、
両者の賃⾦の総額を⽐較することのみによるのではな
く、当該賃⾦項⽬の趣旨を個別に考慮すべきである。



労働契約法第２０条（改正前）
有期労働契約を締結している労働者の労働契約の内容である労働条件が、期

間の定めがあることにより同⼀の使⽤者と期間の定めのない労働契約を締結し
ている労働者の労働契約の内容である労働条件と相違する場合においては、当
該労働条件の相違は、労働者の業務の内容及び当該業務に伴う責任の程度（以
下この条において「職務の内容」という。）、当該職務の内容及び配置の変更
の範囲その他の事情を考慮して、不合理と認められるものであってはならない。

①業務の内容
②当該業務に伴う責任の程度
③当該職務（①＋②）の内容及び配置の変更の範囲
④その他の事情



パートタイム・有期雇⽤労働法
（不合理な待遇の禁⽌）
第８条 事業主は、その雇⽤する短時間・有期雇⽤労働者の基本給、賞与その
他の待遇のそれぞれについて、当該待遇に対応する通常の労働者の待遇との間
において、当該短時間・有期雇⽤労働者及び通常の労働者の業務の内容及び当
該業務に伴う責任の程度（以下「職務の内容」という。）、当該職務の内容及
び配置の変更の範囲その他の事情のうち、当該待遇の性質及び当該待遇を⾏う
⽬的に照らして適切と認められるものを考慮して、不合理と認められる相違を
設けてはならない。

①業務の内容
②当該業務に伴う責任の程度
③当該職務の内容（①＋②）及び配置の変更の範囲
④その他の事情



①⼤阪医科薬科⼤学事件
賞与の有無
私傷病⽋勤中の賃⾦の有無

教室事務員である正職員とアルバイト職員との間には
職務の内容及び変更の範囲に⼀定の相違があったことは
否定できない。

さらに、（教室事務員である正職員が、極めて少数に
とどまり、他の⼤多数の正職員と職務の内容及び変更の
範囲を異にするに⾄っていたことについては、教室事務
員の業務の内容や⼈員配置の⾒直し等に起因する事情が
存在したほか）、職種を変更するための試験による登⽤
制度が設けられていたという事情が存在するものである。



このような職務の内容等に係る事情に加えて、アル
バイト職員は、契約期間を１年以内とし、更新される
場合はあるものの、⻑期雇⽤を前提とした勤務を予定
しているものとはいい難いことにも照らせば、教室事
務員であるアルバイト職員は、上記のように雇⽤を維
持し確保することを前提とする制度の趣旨が直ちに妥
当するものとはいえない。

また、第１審原告は、勤務開始後２年余りで⽋勤扱
いとなり、⽋勤期間を含む在籍期間も３年余りにとど
まり、その勤続期間が相当の ⻑期間に及んでいたとは
いい難く、第１審原告の有期労働契約が当然に更新さ
れ契約期間が継続する状況にあったことをうかがわせ
る事情も⾒当たらない。



②メトロコマース事件
退職⾦の有無

第１審被告における退職⾦の⽀給要件や⽀給内容等
に照らせば、上記退職⾦は、上記の職務遂⾏能⼒や責
任の程度等を踏まえた労務の対価の後払いや継続的な
勤務等に対する功労報償等の複合的な性質を有するも
のであり、第１審被告は、正社員としての職務を遂⾏
し得る⼈材の確保やその定着を図るなどの⽬的から、
様々な部署等で継続的に就労することが期待される正
社員に対し退職⾦を⽀給することとしたものといえる。



そうすると、第１審被告の正社員に対する退職⾦が有する
複合的な性質やこれを⽀給する⽬的を踏まえて、
売店業務に従事する正社員と契約社員Ｂの職務の内容等を
考慮すれば、
契約社員Ｂの有期労働契約が原則として更新するものとさ
れ、定年が６５歳と定められるなど、必ずしも短期雇⽤を
前提としていたものとはいえず、第１審原告らがいずれも
１０年前後の勤続期間を有していることをしんしゃく し
ても、
両者の間に退職⾦の⽀給の有無に係る労働条件の相違があ
ることは、不合 理であるとまで評価することができるも
のとはいえない。



⽇本郵便 3つの最⾼裁
⼤阪 東京 佐賀

外務業務手当
契約社員には代わり
に給与の加算あり

⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

年末年始勤務⼿当 不合理 不合理 ー

早出勤務等⼿当 ⾦額の相違 ⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

祝⽇給 不合理 ⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

夏期冬期休暇 不合理 不合理 不合理

夏期年末⼿当（賞与） 算定⽅法の相違 ⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

住居⼿当 ⾼裁で確定
（不合理）

⾼裁で確定
（不合理） ー

病気休暇 契約社員は無給のみ 不合理（不受理） 不合理 ー

夜間特別勤務手当 ー ⾼裁で確定
（不合理を否定） ー

郵便外務・内務精通⼿当
（作業能率評価⼿当）

契約社員は基本給に
反映

⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

⾼裁で確定
（不合理を否定）

扶養⼿当 不合理 ー ー

基本賃⾦・通勤費 － ー ⾼裁で確定
（不合理を否定）



⽇本郵便（佐賀）事件

賃⾦以外の労働条件の相違についても、同様に、
個々の労働条件の趣旨を個別に考慮すべきもの
と解するのが相当である。

郵便の業務を担当する正社員に対して夏期冬期
休暇が与えられ ているのは，年次有給休暇や病
気休暇等とは別に，労働から離れる機会を与え
るこ とにより，⼼⾝の回復を図るという⽬的



夏期冬期休暇 の取得の可否や取得し得る⽇数は
上記正社員の勤続期間の⻑さに応じて定まるもの
とはされていない

そして，郵便の業務を担当する時給制契約社員は，
契約期間が ６か⽉以内とされるなど，繁忙期に限
定された短期間の勤務ではなく，業務の繁閑 に関
わらない勤務が⾒込まれている

→夏期冬期休暇を与える趣旨は，時給制契約社員
にも妥当する



【年末年始勤務⼿当】⽇本郵便（東京）
１２⽉２９⽇から翌年１⽉３⽇までの間にお いて
実際に勤務したときに⽀給されるもの

「最繁忙期であり，多くの労働者が休⽇として
過ごしている上記の期間において， 同業務に従事
したことに対し，その勤務の特殊性から基本給に
加えて⽀給される対 価としての性質を有するも
の」「正社員 が従事した業務の内容やその難度等
に関わらず，所定の期間において実際に勤務した
こと⾃体を⽀給要件とするものであり，その⽀給
⾦額も，実際に勤務した時期と 時間に応じて⼀律
である。 」



【病気休暇の有給と無給の相違】⽇本郵便（東
京）
(1)上記無期契約労働者に対して上記病気休暇
が与えられているのは、当該無期契約労働者の
⽣活保障を図り、私傷病の療養に専念させるこ
とを通じて、その継続的な雇⽤を確保するとい
う⽬的によるものである。
(2)上記有期契約労働者は、契約期間が６か⽉
以内とされており、有期労働契約の更新を繰り
返して勤務する者が存するなど、相応に継続的
な勤務が⾒込まれている。



【扶養⼿当】 ⽇本郵便（⼤阪）
(1) 上記無期契約労働者に対して扶養⼿当が⽀
給されているのは、当該無期契約労働者の⽣活
保障や福利厚⽣を図り、扶養親族のある者の⽣
活設計等を容易にさせることを通じて、その継
続的な雇⽤を確保するという⽬的によるもので
ある。
(2) 上記有期契約労働者は、契約期間が６か⽉
以内⼜は１年以内とされており、有期労働契約
の更新を繰り返して勤務する者が存するなど、
相応に継続的な勤務が⾒込まれている。



【病気休暇の有給と無給】⽇本郵便（東京）
(1)上記無期契約労働者に対して上記病気休暇が与えられているのは、当該
無期契約労働者の⽣活保障を図り、私傷病の療養に専念させることを通じて、
その継続的な雇⽤を確保するという⽬的によるものである。
(2)上記有期契約労働者は、契約期間が６か⽉以内とされており、有期労働
契約の更新を繰り返して勤務する者が存するなど、相応に継続的な勤務が⾒
込まれている。

【扶養⼿当】 ⽇本郵便（⼤阪）
(1) 上記無期契約労働者に対して扶養⼿当が⽀給されているのは、当該無期
契約労働者の⽣活保障や福利厚⽣を図り、扶養親族のある者の⽣活設計等を
容易にさせることを通じて、その継続的な雇⽤を確保するという⽬的による
ものである。
(2) 上記有期契約労働者は、契約期間が６か⽉以内⼜は１年以内とされてお
り、有期労働契約の更新を繰り返して勤務する者が存するなど、相応に継続
的な勤務が⾒込まれている。



同⼀労働同⼀賃⾦の最⾼裁判決から得られること

・個々の賃⾦項⽬に係る労働条件の相違が不合理と認められるもの
に当たるか否かを判断するに当たっては、両者の賃⾦の総額を⽐較
することのみによるのではなく、当該賃⾦項⽬の趣旨を個別に考慮
する。賃⾦以外の労働条件の相違についても、同様に、個々の労働
条件の趣旨を個別に考慮する。



同⼀労働同⼀賃⾦の最⾼裁判決から得られること

・したがって、個々の賃⾦項⽬や労働条件の趣旨・⽬的を明確にし、
この趣旨・⽬的との関係で、相違の有無（均等待遇）や相違の内
容・程度（均衡待遇）が不合理とならないように制度設計をするこ
とが必要となる。



同⼀労働同⼀賃⾦の最⾼裁判決から得られること

・裁判例は、その事案の事実関係を踏まえた判断であり、どこま
で⼀般化できるかは明確ではない。しかしながら、前提となった
事実関係との対⽐、裁判所が考え⽅を述べた部分からの推論とい
う⼿法によって、ある程度の予測は可能である。例えば
①住宅⼿当において、転居転勤が想定されているか否かで⽀給・
不⽀給の相違は可
②有期契約のうち、⻑期雇⽤を前提とするものか、短期の⼀時的
な雇⽤を前提とするものかによって、相違が許容されるか否かが
異なる賃⾦項⽬・労働条件がある（扶養⼿当など）。逆に、この
雇⽤期間の⻑短如何にかかわらず相違が不合理と判断される賃⾦
項⽬・労働条件もある（割増賃⾦率、夏期休暇）。



同⼀労働同⼀賃⾦の最⾼裁判決から得られること（まとめ）

・個々の賃⾦項⽬に係る労働条件の相違が不合理と認められるものに当たるか否かを
判断するに当たっては、両者の賃⾦の総額を⽐較することのみによるのではなく、当
該賃⾦項⽬の趣旨を個別に考慮する。賃⾦以外の労働条件の相違についても、同様に、
個々の労働条件の趣旨を個別に考慮する。
・したがって、個々の賃⾦項⽬や労働条件の趣旨・⽬的を明確にし、この趣旨・⽬的
との関係で、相違の有無（均等待遇）や相違の内容・程度（均衡待遇）が不合理とな
らないように制度設計をすることが必要となる。
・裁判例は、その事案の事実関係を踏まえた判断であり、どこまで⼀般化できるかは
明確ではない。しかしながら、前提となった事実関係との対⽐、裁判所が考え⽅を述
べた部分からの推論という⼿法によって、ある程度の予測は可能である。例えば、
①住宅⼿当において、転居転勤が想定されているか否かで⽀給・不⽀給の相違は可
②有期契約のうち、⻑期雇⽤を前提とするものか、短期の⼀時的な雇⽤を前提とする
ものかによって、相違が許容されるか否かが異なる賃⾦項⽬・労働条件がある（扶養
⼿当など）。逆に、この雇⽤期間の⻑短如何にかかわらず不合理と判断される賃⾦項
⽬・労働条件もある（割増賃⾦率、夏期休暇）。



近時の法改正



令和２年４⽉１⽇施⾏
① 雇⽤形態にかかわらない公正な待遇の確保（⼤企業のみ）

【パートタイム・ 有期雇⽤労働法】
② 派遣労働者の公正な待遇の確保（中⼩企業も）

【労働者派遣法】
③ 賃⾦請求権の消滅時効【労働基準法】



令和２年４⽉１⽇施⾏

④ 受動喫煙防⽌措置義務【健康増進法】
求⼈時の受動喫煙対策の明⽰義務【職業安定法施⾏規則】

⑤ ⼥性活躍推進⾏動計画の⽬標設定項⽬の改正（常時雇⽤労
働者が301⼈以上）

【⼥性活躍推進法】

⑥ 社会労働保険に関する⼀部⼿続の電⼦申請の義務化（特定
の法⼈のみ）

【雇⽤保険法施⾏規則等】



令和２年６⽉１⽇施⾏
① 各種ハラスメント対策【労働施策総合推進法等】

パワーハラスメント対策の義務化
セクハラ・マタハラ等の防⽌対策の強化
育児休業・介護休業等に関するハラスメント対策の強化



事業主が職場における優越的な関係を背景とした⾔動に起因する問題に関し
て雇⽤管理上講ずべき措置等についての指針（パワハラ指針）

事業主が職場における性的な⾔動に起因する問題に関して雇⽤管理上講ずべ
き措置等についての指針（セクハラ指針）

事業主が職場における妊娠、出産等に関する⾔動に起因する問題に関して雇
⽤管理上講ずべき措置等についての指針（マタハラ指針）

⼦の養育⼜は家族の介護を⾏い、⼜は⾏うこととなる労働者の職業⽣活と家
庭⽣活との両⽴が図ら れるようにするために事業主が講ずべき措置に関する
指針



パワハラ指針で求められる措置

⑴ 事業主の⽅針等の明確化及びその周知・啓発

⑵ 相談（苦情を含む。以下同じ。）に応じ、適切に対応
するために必要な体制の整備

⑶ 職場におけるパワーハラスメントに係る事後の迅速か
つ適切な対応

⑷ ⑴から⑶までの措置と併せて講ずべき措置



令和２年６⽉１⽇施⾏

② ⼼理的負荷による精神障害の認定基準の改正

③ ⼥性活躍推進に関する情報公表項⽬の改正（常時雇⽤労働
者が301⼈以上）

【⼥性活躍推進法】



令和２年８⽉１⽇施⾏
雇⽤保険被保険者期間の算定⽅法の変更

【雇⽤保険法】

令和２年９⽉１⽇施⾏
① 副業・兼業の場合における労働時間管理

【副業・兼業の場合における労働時間管理に係る労働基準法
第 38 条第１項 の解釈等について（通達）】

【副業・兼業の促進に関するガイドライン】

② 複数就業者の労災保険給付
【労災保険法】



【例題１】
甲事業主と「所定労働時間４時間」という労働契約を締結して
いる労働者が、新たに⼄事業主と、甲事業場における所定労働
⽇と同⼀の⽇について、「所定労働時間４時間」という労働契
約を締結し、甲事業場で５時間労働して、その後⼄事業場で４
時間労働した場合。





【例題2】
甲事業主と「所定労働時間３時間」という労働契約を締結して
いる労働者が、新たに⼄事業主と、事業場における所定労働⽇
と同⼀の⽇について、「所定労働時間３時間」という労働契約
を締結し、甲事業場で５時間労働して、その後⼄事業場で４時
間労働した場合。





令和２年９⽉１⽇施⾏
② 複数就業者の労災保険給付

【労災保険法】

令和２年１０⽉１⽇施⾏
求職者給付の給付制限期間の短縮

【雇⽤保険法】



令和３年１⽉１⽇施⾏
① ⼦の看護休暇・介護休暇の時間単位取得

【育児介護休業法】
② 派遣労働者に対する雇⼊れ前の説明事項

【労働者派遣法施⾏規則】
③ 労働者派遣契約の電磁的記録による作成
【厚⽣労働省の所管する法令の規定に基づく⺠間事業
者等が⾏う書⾯の保存等における情報通信の技術の利
⽤に関する省令】



令和３年３⽉１⽇施⾏
障害者雇⽤率の引上げ ⺠間企業２．２％ → ２．３％
対象事業主 従業員45.5⼈以上 → 43.5⼈以上

【障害者雇⽤促進法】

令和３年４⽉１⽇施⾏
① 雇⽤形態にかかわらない公正な待遇の確保（中⼩企業）

【パートタイム・ 有期雇⽤労働法】
② ７０歳までの就業機会確保 （努⼒義務）

【⾼年齢者雇⽤安定法】



【努⼒義務】
① 定年引き上げ
② 定年制の廃⽌
③ 継続雇⽤制度（再雇⽤制度・勤務延⻑制度）の導⼊
④ 70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導⼊
⑤ 70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導⼊

a.事業主が⾃ら実施する社会貢献事業
b.事業主が委託、出資（資⾦提供）等する団体が⾏う
社会貢献事業



厚⽣労働省のQAから
１ ⾼年齢者就業確保措置 （努⼒義務への対応として必
要な内容）

① まずは 67 歳までの継続雇⽤制度を導⼊するなど、
⾼年齢者就業確保措置を段階的 に講ずることは可能で
しょうか。

⇒ 段階的に措置を講ずることも可能です。ただし、
改正法で努⼒義務として求めているのは 70 歳までの
就業機会を確保する制度を講じることであるため、70 
歳まで の制度を導⼊することに努め続けていただくこ
とが必要です。なお、既に 67 歳まで の継続雇⽤制度
を講じている場合についても同様です。



厚⽣労働省のQAから
改正法が施⾏される 2021 年４⽉１⽇時点で、70 歳

までの就業確保措置が講じら れていることが望ましい
ですが、検討中や労使での協議中、検討開始といった
状況も 想定されます。労働局では、相談⽀援等を⾏っ
ておりますので、ご活⽤いただきなが ら、措置の実施
に向けた取り組みを進めてください。



令和３年４⽉１⽇施⾏
③ 中途採⽤者⽐率の公表義務【労働施策総合推進法】

④ 労働基準法に基づく届出の押印⼿続の⾒直し、36協定の協
定当事者に関するチェックボックスの新設【労働基準法】

⑤ マージン率等のインターネットでの情報提供義務
雇⽤安定措置を講ずるにあたり、派遣労働者の希望する措

置内容を聴取し、その聴取結果を派遣元管理台帳に記載
【労働者派遣法】



令和４年１⽉１⽇施⾏
65歳以上の副業者への雇⽤保険の適⽤

令和４年１０⽉１⽇施⾏
短時間労働者の社会保険適⽤の拡⼤

現在、従業員501⼈以上の事業所にあっては、週所定労働時間
20時間以上、所定内賃⾦⽉額8.8万円以上等の⼀定の要件を満たす
場合に適⽤されているが、これを１０１⼈以上の事業所まで対象
を拡⼤
令和６年１０⽉１⽇には５１⼈以上の事業所まで拡⼤



ご清聴ありがとうございました



優良派遣事業者認定制度
フォローアップセミナー

2021年2⽉
（⼀社）⼈材サービス産業協議会


